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1. 令和3年3月期第2四半期の連結業績（令和2年4月1日～令和2年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

3年3月期第2四半期 2,145 △40.2 △236 ― △339 ― △397 ―

2年3月期第2四半期 3,588 △2.8 5 ― △149 ― △170 ―

（注）包括利益 3年3月期第2四半期　　△384百万円 （―％） 2年3月期第2四半期　　△161百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

3年3月期第2四半期 △18.99 ―

2年3月期第2四半期 △8.74 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

3年3月期第2四半期 5,600 1,670 29.8

2年3月期 5,670 1,855 32.7

（参考）自己資本 3年3月期第2四半期 1,670百万円 2年3月期 1,855百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

3年3月期 ― 0.00

3年3月期（予想） ― 0.00 0.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 令和 3年 3月期の連結業績予想（令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月31日）

　令和3年3月期の連結業績予想につきましては、現時点では新型コロナウイルス感染症による影響を合理的に算定することが困難なことから、引き続き未
定といたします。今後、連結業績予想の開示が可能となった段階で速やかに開示いたします。



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 3年3月期2Q 22,238,299 株 2年3月期 19,712,999 株

② 期末自己株式数 3年3月期2Q 209,791 株 2年3月期 209,791 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 3年3月期2Q 20,938,351 株 2年3月期2Q 19,503,208 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　令和3年3月期の連結業績予想につきましては、現時点では合理的な業績予想の算定が困難であることから開示しておりません。連結業績予想の開示が
可能となった段階で、速やかに開示いたします。なお、詳細につきましては、添付資料3ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報　（3）　連結業績予想
などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間（以下、当第２四半期という。）における我が国経済は、世界経済は新型コロナウイ

ルス感染症（以下、感染症という。）拡大の影響により、景気は依然として厳しい状況にありますが、このところ

持ち直しの動きも見られます。国内におきましても、感染症の影響による厳しさは残るものの、個人消費などに持

ち直しの動きが見られます。

このような状況下、当社グループは業績拡大のため、またグローバルに信頼される企業集団としてその地位を着

実に築いていくため、中期経営計画である「ＡＳＥＡＮプロジェクトⅡ期」（令和５年３月期を最終年度とする４

ヵ年計画）の２年目を迎え、「収益の拡大」「生産能力及び採算性の向上」「サプライチェーンの基盤強化」をテ

ーマに“手のひらロマンで世界を刻む”をコーポレートスローガンに掲げ、計画の達成に向けて引き続き取り組ん

でおります。

その結果、当第２四半期の連結売上高は2,145,799千円（前年同四半期は3,588,763千円）となりました。全ての

セグメントにおきまして、感染症の影響などにより売上高は減少となりましたが、とくに主力の時計関連の減少は

予想以上でした。

損益につきましては、売上総利益は、前期から取り組んでおります事業構造改革にともない、時計関連を主とし

た製造子会社であるNISSEY VIETNAM CO.,LTD.の人件費など、製造部門におけるコスト削減は計画通りに進捗してい

るものの、感染症による売上高減少の影響が予想以上に大きく341,930千円（前年同四半期は756,734千円）となり

ました。営業損失は、事業構造改革にともなう人件費や諸経費など販売管理費の削減はありましたが、売上総利益

の減少により236,284千円（前年同四半期は営業利益5,684千円）となりました。経常損失は、為替相場の円高によ

る在外子会社の外貨建て債権の為替評価損の計上などにより339,282千円（前年同四半期は149,190千円）となりま

した。親会社株主に帰属する四半期純損失は、事業構造改革にともなう事業構造改善費用の特別損失の計上、メガ

ネフレームの販売子会社である㈱村井の黒字決算による法人税の計上などにより397,592千円（前年同四半期は

170,404千円）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

① 時計関連

時計関連の売上高は1,354,887千円となり、前年同四半期比で1,301,721千円(49.0％)減少しました。このうち、

時計バンドの売上高は、海外の取引先は、取引先の在庫調整の長期化に加え、感染症の影響よる受注減少などに

より約40％の減少となりました。また、国内の取引先は、新規ブランド製品の受注や回復傾向にある一部の高付

加価値製品の受注増加などはありましたが、感染症の影響により取引先からの発注には慎重な姿勢が見られ約53

％の減少となりました。時計外装部品の売上高も同様に、国内の取引先からの受注が減少しており約54％の減少

となりました。なお、下期につきましては、受注は徐々に回復すると見込んでおります。

これにより、セグメント損失は335,642千円（前年同四半期は54,129千円）となりました。

② メガネフレーム

メガネフレームの売上高は454,776千円となり、前年同四半期比で96,306千円(17.5％)減少しました。㈱村井

は、国内眼鏡市場の低迷は長期化しており、海外の新規取引先の開拓や一部の大型チェーン店の在庫調整終了に

ともなう受注の増加などはありましたが、とくに中小チェーン店などからの受注は依然として厳しい状況が続い

ております。

　しかしながら、事業構造改革による販売管理費のコスト削減、訪問営業の自粛に対応した利益率の高いリモー

ト営業やオンライン営業の強化などにより、セグメント利益は14,897千円（前年同四半期はセグメント損失

34,734千円）となり、９年振りに黒字転換となりました。

③ その他

その他の売上高は336,135千円となり、前年同四半期比で44,935千円(11.8％)減少しました。釣具用部品は、前

連結会計年度までは高級品向けを中心に好調を維持していましたが、感染症の影響などにより22,566千円(7.1％)

の減少となりました。また、釣具用部品以外の売上高は、新規受注製品としてウエアラブル関連は増加しました

が、健康器具などそのほかの製品は、感染症の影響などにより19,010千円(32.0％)減少しました。

　これにより、セグメント利益は33,033千円（前年同四半期はセグメント利益67,644千円）となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第２四半期連結会計期間末における総資産は5,600,985千円となり、前連結会計年度末と比べ69,192千円減少し

ました。このうち、流動資産は2,993,125千円となり、72,383千円増加しました。これは主に新型コロナウイルス感

染症対策の借入金及び第三者割当増資による現金及び預金の増加、売上高の減少にともなう受取手形及び売掛金の

減少などによるものです。固定資産は2,598,761千円となり、139,068千円減少しました。これは主に、有形及び無

形固定資産の減価償却による減少などによるものです。繰延資産は9,098千円となり、2,506千円減少しました。こ

れは主にNISSEY CAMBODIA METAL CO.,LTD.の設立に伴う開業費の償却などによるものです。

　負債合計は3,930,021千円となり、115,585千円増加しました。流動負債は2,861,165千円となり、150,305千円減

少しました。これは主に１年内返済予定の長期借入金の増加、売上高の減少にともなう支払手形及び買掛金の減少
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などによるものです。固定負債は1,068,856千円となり、265,891千円増加しました。これは主に新型コロナウイル

ス感染症対策の長期借入金の増加などによるものです。

　純資産は1,670,963千円となり、184,777千円減少しました。これは主に第三者割当増資による資本金及び資本準

備金のそれぞれの増加、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上による利益剰余金の減少などによるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

令和３年３月期の連結業績予想につきましては、現時点では新型コロナウイルス感染症による影響を合理的に算

定することが困難なことから、引き続き未定といたします。今後、連結業績予想の開示が可能となった段階で速や

かに開示いたします。

（４）生産、受注及び販売の状況

当第２四半期連結累計期間において、その他の受注残高が著しく増加しております。これは、釣具用部品及び新

規受注製品であるウエアラブル関連の増加などによるものであります。一方、時計関連の受注高が著しく減少して

おります。これは、時計バンド及び時計外装部品の時計関連それぞれの売上高及び受注残高の減少などによるもの

であります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(令和２年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(令和２年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 483,243 797,605

受取手形及び売掛金 783,723 540,128

商品及び製品 408,188 473,403

仕掛品 843,750 774,330

原材料及び貯蔵品 217,689 245,546

その他 186,925 164,228

貸倒引当金 △2,778 △2,117

流動資産合計 2,920,741 2,993,125

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,568,937 1,519,010

機械装置及び運搬具（純額） 556,991 496,795

工具、器具及び備品（純額） 40,963 38,616

土地 81,781 81,781

建設仮勘定 2,384 ―

有形固定資産合計 2,251,058 2,136,203

無形固定資産

借地権 357,495 345,312

その他 25,819 23,903

無形固定資産合計 383,314 369,216

投資その他の資産

投資有価証券 26,735 25,229

敷金及び保証金 33,437 31,419

その他 56,921 50,330

貸倒引当金 △13,637 △13,637

投資その他の資産合計 103,456 93,341

固定資産合計 2,737,830 2,598,761

繰延資産

開業費 11,605 9,098

繰延資産合計 11,605 9,098

資産合計 5,670,177 5,600,985
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(単位：千円)

前連結会計年度
(令和２年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(令和２年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 675,245 362,138

短期借入金 1,121,369 1,148,471

1年内返済予定の長期借入金 994,826 1,080,047

未払法人税等 15,920 14,973

賞与引当金 15,293 30,137

その他 188,815 225,396

流動負債合計 3,011,470 2,861,165

固定負債

長期借入金 685,892 966,681

繰延税金負債 557 551

退職給付に係る負債 100,162 95,226

その他 16,352 6,396

固定負債合計 802,965 1,068,856

負債合計 3,814,436 3,930,021

純資産の部

株主資本

資本金 1,918,285 2,018,287

資本剰余金 1,901,390 2,001,392

利益剰余金 △1,929,111 △2,326,704

自己株式 △41,563 △41,563

株主資本合計 1,849,000 1,651,412

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,272 1,253

為替換算調整勘定 5,467 18,297

その他の包括利益累計額合計 6,740 19,551

純資産合計 1,855,740 1,670,963

負債純資産合計 5,670,177 5,600,985
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（２）四半期連結損益及び包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成31年４月１日
　至 令和元年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 令和２年４月１日
　至 令和２年９月30日)

売上高 3,588,763 2,145,799

売上原価 2,832,028 1,803,868

売上総利益 756,734 341,930

販売費及び一般管理費 751,050 578,215

営業利益又は営業損失（△） 5,684 △236,284

営業外収益

受取利息 78 168

受取配当金 1,109 148

受取家賃 5,054 4,461

持分法による投資利益 1,642 4,650

雇用調整助成金 ― 11,278

その他 4,728 13,625

営業外収益合計 12,613 34,332

営業外費用

支払利息 35,397 30,251

為替差損 121,676 98,758

その他 10,414 8,320

営業外費用合計 167,488 137,330

経常損失（△） △149,190 △339,282

特別利益

固定資産売却益 12,664 868

投資有価証券売却益 3,687 916

特別利益合計 16,352 1,785

特別損失

固定資産除却損 1,421 736

たな卸資産評価損 30,459 ―

事業構造改善費用 ― 50,890

特別損失合計 31,880 51,626

税金等調整前四半期純損失（△） △164,718 △389,123

法人税、住民税及び事業税 7,448 8,469

過年度法人税等 △1,763 ―

法人税等合計 5,685 8,469

四半期純損失（△） △170,404 △397,592

（内訳）

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △170,404 △397,592

非支配株主に帰属する四半期純利益 ― ―

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,025 △18

為替換算調整勘定 10,159 12,830

その他の包括利益合計 9,134 12,811

四半期包括利益 △161,270 △384,781

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △161,270 △384,781

非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

　

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当第２四半期連結累計期間（自 令和２年４月１日 至 令和２年９月30日）

当社は、令和２年６月12日付で、株式会社キュローから第三者割当増資の払込みを受けました。この結果、当

第２四半期連結累計期間において資本金が100,001千円、資本準備金が100,001千円それぞれ増加し、当第２四半

期連結会計期間末において資本金が2,018,287千円、資本剰余金が2,001,392千円となっております。

　

３．補足説明

生産、受注及び販売の状況

(1) 生産実績

当第２四半期連結累計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

時計関連 885,131 △46.0

その他 340,525 △7.2

合計 1,225,657 △39.0

　(注) １．セグメント間取引はありません。

　 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注実績

当第２四半期連結累計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比

(％)

時計関連 1,199,281 △50.4 271,650 △22.3

メガネフレーム 207,351 △39.1 114,680 △6.9

その他 337,797 △1.5 158,510 +50.1

合計 1,744,429 △43.8 544,840 △5.8

　(注) １．セグメント間取引はありません。

　 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3) 販売実績

当第２四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

時計関連 1,354,887 △49.0

メガネフレーム 454,776 △17.5

その他 336,135 △11.8

合計 2,145,799 △40.2

　(注) １．セグメント間取引はありません。

　 ２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

カシオ計算機株式会社 1,170,038 32.6 676,632 31.5

CASIO COMPUTER(HK) LTD. 978,990 27.3 366,612 17.1

RADO WATCH CO.,LTD. 237,150 6.6 143,528 6.7

　 ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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４．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、平成29年３月期以降、継続的な売上高の減少傾向にあります。前連結会計年度においては、売

上高6,689,598千円となっており、営業損失201,009千円を計上するとともに、４期連続の経常損失422,827千円、親

会社株主に帰属する当期純損失543,860千円を計上、営業キャッシュ・フローは79,971千円のプラスを計上しました

が、当第２四半期連結累計期間においても、新型コロナウイルス感染症の影響などにより、売上高は前年同四半期

比1,442,963千円(40.2％)の減少、営業損失236,284千円、経常損失339,282千円、親会社株主に帰属する四半期純損

失397,592千円を計上しており、営業キャッシュ・フローも233,601千円のマイナスを計上しました。

また、当社グループは、設備及び運転資金について、主に金融機関からの借入金に依存しております。総資産額

に占める有利子負債の割合は、当第２四半期連結会計期間末において57.6％（前連結会計年度末は50.3％）と依然

として高い水準が続いております。

これらの状況から、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象が存在しております。

しかしながら、当社グループはこれに対し以下の施策を実施しております。

ＡＳＥＡＮ地域における製造部門におきましては、人員の適正化及び残業の抑制などによる労務費単価の圧縮、

消耗品や電気料などの経費削減、日本精密㈱グループ本社(当社)及び香港支店、メガネフレームの販売子会社であ

る㈱村井の販売管理部門におきましては、役員報酬の減額、人員の適正化や再配置などによる労務費の削減、予算

統制の厳格化による諸経費の削減などを推進しております。

財務面におきましては、当社グループの取引金融機関に対し、長期借入金元本の返済条項の緩和を要請し、要請

しているすべての取引金融機関から同意を頂いており、今後も継続的な支援を受けられる見込みであります。また

当社は、令和２年６月２日開催の当社取締役会において、第三者割当による新株式の発行を決議し、令和２年６月

12日に払込が完了しております。詳細につきましては、「２．四半期連結財務諸表及び主な注記 (3) 四半期連結

財務諸表に関する注記事項」に記載しております。

これらの具体的な対応策を実施することにより、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと

判断しております。
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